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はある意味で、理解しやすいシナリオである。たとえば参考文献③は、 「近年の食糧減産をもたらしたもう一つ重要な原因は耕地面積と食糧作付面積の減少である」とし、「そのうち特に懸念されているのは、農外転用増による耕地の減少である」 、 「耕地急減は中国の各種開発区の急増による」と述べる。そこでは、開発区の設置→農地収


































月から一一月末までに全人代に直訴に訪れた人は前年同期比で三割増の一万七千件。立ち退き関係が多く、農民の直訴の六割は土地関係」などと報道されている（ 『朝日新聞』二〇〇四年一月 六日） 。こうした農民の「抗議行動」の報道は、それを受け止める国外の市民の側に馴染みのある構図、すなわち「国家」対「農民」という対立の
図式を呼び起こしがちである。しかし、中国のケースについてこうした構図を持ち込んで考えることは、大きな誤解を生むものである。
　中国の農地収用問題を正しく理解するた





り組むべき事業と見なされており すでに各地で失地農民を対象 た社会保障の試みが大々的に展開されていることである。省レベルの取り組みとし は、失地農民への職業訓練を施した後に都市市民と同様の待遇で養老保険、医療保険などに加 させる浙江省
  （ 『農民日報』二〇〇三年一二月





















































方主義リスク」は中央当局が 収用問題を重視することの本音の部分に近 ように思える。つまり土地収入を裏金とした 方政府が独自性を強め、このことが中央法規、政策の浸透を妨げ、中央統治の正当性を動揺させるリスクである。 うした地方（独立）主義へ 主観的リスクの高さに 、歴史的背景があ 。一つは、大一統を とのほか重んずる中華王朝以来の政治文化（参考文献⑥）をベースとして、そこに革命政党として、四方を敵に囲まれた中で長期戦争を闘ってきた共産党の根拠地の歴史が折り重なっている。執政党となって 後も、
中央当局の目の届かない地方や基層の独立的な動きに対するきわめて高い警戒心を示していることは、人民共和国建国初期、東北、華東の「独立王国化」を企 たとされる高崗・饒漱石の事件や、広東省の「独立主義」批判（参考文献⑦）などを端緒として、随時、現れてきた。
　こうした歴史的文脈のなかにおいてみた










の摘発は、農地収用問題をめぐる中央政府の警戒意識が、土地をめぐっての「地方主義」に向けられたものである点 よく示している。国土資源部執法監察局局長の張新宝は、 「現在の土地違法行為の跳ね返り現象は顕著で、土地利用総体規画を書き換えたり、開発業者と組んで虚偽の出譲を行ったり、 『以租代徴』 （正規の土地収用手続きを採らずリースの形式で土地転用を行うこと
―
引用者）などを行っているが、たち
の悪い土地違法行為に たいてい、地方政府が関わっている」との認識を示している（ 『農民日報』 二〇〇七年三月三一日） 。特に、市、県指導部が政治的功績を求め 企業を誘致するために違法行為を支持 黙認しているのだという。●王朝 「主観的リスク」 しての
地方主義
　三つのシナリオのうち、第一の食糧危機
は、一部の危機論者の認識によるところが大きく、実態としては十分にコントロールされた耕地管理が行われており 少なくも耕地の減少に起因する食糧危機発生の可能性はきわめて低いといえる。こ 食糧安全保障リスクは実のところ、 中央政府の 「主観的リスク」としてもさほど高いものでは
ないだろう。第二の農民反乱のシナリオを導く、耕作地を失った農民の不満が中央政府に向けられる「失地農民リスク」も小さい。分散的な農民の反乱は末端幹部の「不正」に向けられており、中央政府による支配の正当性にまで挑戦してくる可能性はほとんど無い。 失地農民問題は解決すべき 「社会問題」ではあっても、中央政府の動揺をもたらすようなリスク要因ではない。
　したがって三つのシナリオのうち、客観
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中国・胡錦濤政権の課題
